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 はじめに 

 背景と目的 

本区では、「ふれあいのまちづくり」の実現に向けて、昭和 57 年に「福祉の街

づくりのための施設整備要綱」を初めて制定したことを契機に、平成５年には

「やさしいまちづくりのための施設整備要綱」を制定、平成７年には「世田谷区

福祉のいえ・まち推進条例」を制定し、この条例に基づく「世田谷区福祉的環境

整備推進計画 ～バリアフリー世田谷プラン 21～」を平成 11 年に策定し、取り組

んできました。 

一方、国は平成６年に、不特定多数の人たちや、主に高齢者、身体障害者等が

利用する建築物のバリアフリー化を進めるため、「高齢者、身体障害者等が円滑に

利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」（以下「ハートビル法」とい

う）を制定し、さらに、平成 12 年には、公共交通機関と駅などの旅客施設周辺を

中心とした地区のバリアフリー化を目標として「高齢者、身体障害者等の公共交

通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」（以下「交通バリアフリー

法」という）を制定しました。 

本区では、この交通バリアフリー法に基づき、平成 18年３月に「世田谷区三軒

茶屋駅周辺地区交通バリアフリー基本構想」を策定し、地区内における公共交通施

設や歩道を中心としたバリアフリー化を推進してきました。 

その後、ユニバーサルデザイン政策大綱や、障害者基本法、バリアフリー法等

の施行を受け、平成 19 年３月には、「世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例

（以下、「ＵＤ推進条例」）」を制定し、それに基づく計画として「世田谷区ユニバ

ーサルデザイン推進計画（以下、「ＵＤ推進計画」）」を平成 21 年 3 月に策定し、

世田谷区ユニバーサルデザイン環境整備推進地区（以下、「推進地区」）を中心に

ユニバーサルデザインの考え方に基づく取組みを推進してきました。 

近年では、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機と

して、バリアフリー法が改正され（平成 31 年４月全部施行）、ソフト面の対策強

化や心のバリアフリーのさらなる取組みの推進に加え、新たに移動等円滑化促進

方針に関する制度（以下、「促進方針制度」）が追加となり、事業化の目処が立っ

ていない地域においても、バリアフリー法に基づく移動等円滑化促進地区（以

下、「促進地区」）を定め、施設や経路を具体的に位置づけることで、バリアフリ

ー化を促進していく枠組みが整いました。 

本区でも令和元年 10 月に「先導的共生社会ホストタウン」に登録されたことを

受け、ユニバーサルデザインのまちづくりや心のバリアフリーの推進などによ

り、共生社会の実現に向けた取組みを推進していくこととしています。 

そこで、ＵＤ推進条例やＵＤ推進計画の取組みをさらに推進するために、改正

バリアフリー法に基づく「世田谷区移動等円滑化促進方針（以下、「促進方針」）」

を策定します。  
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図 １-１ 促進方針策定の経緯 

  

世田谷区福祉のいえ・まち推進条例
（平成 7 年） 

世田谷区福祉的環境整備推進計画 
～バリアフリー世田谷プラン 21～ 

（平成 11 年） 

ハートビル法 
（平成６年） 

交通バリアフリー法 
（平成 12 年） 

ユニバーサルデザイン政策
大綱・バリアフリー法等の

施行 

世田谷区三軒茶屋駅周辺地区 
交通バリアフリー基本構想 

（平成 18 年３月） 

ＵＤ推進条例（平成 19 年３月） 

ＵＤ推進計画（平成 21 年 3 月） 

バリアフリー法改正 
（平成 31 年４月全部施行） 

先導的共生社会ホストタウン登録 
（令和元年 10 月） 

世田谷区移動等円滑化促進方針の策定 

世田谷区の主な取組み 国の主な取組み 

障害者差別解消法施行・ 
東京 2020 オリンピック・ 
パラリンピック競技大会 
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 促進方針とは 

促進方針とは、鉄道駅を中心とした地区や、高齢者、障害者等が利用する施設が

集まった地区において、面的・一体的なバリアフリー化の方針を区市町村が示すも

のです。 

移動等円滑化の状況について概ね５年ごとに調査するとともに、社会情勢の変化、

バリアフリーをとりまく環境、技術、人々の意識等を踏まえ、必要に応じて促進方

針の見直しを検討します。 

 
表 １-１ 促進方針に示す事項 

バリアフリー法で規定する事項 対応する内容 
移動等円滑化の促進に関する基本的な
方針 

位置づけ、取り組むべきバリアフリーの考
え方 

促進地区の位置及び区域 促進地区の位置、地区の範囲、境界設定
の考え方 

生活関連施設及び生活関連経路並びに 
これらにおける移動等円滑化の促進に関
する事項 

生活関連施設・生活関連経路の設定、高
齢者、障害者等の当事者意見を踏まえた
バリアフリー化促進に向けた配慮事項 

移動等円滑化の促進に関する住民その
他の関係者の理解の増進及び移動等円
滑化の実施に関するこれらの者の協力の
確保に関する事項 

住民その他の関係者における障害の理
解や協力の必要性・重要性、取り組むべ
きこころのバリアフリーの考え方 

行為の届出に関する事項 旅客施設、道路の新設等の際の届出に
関する事項 

情報の収集、整理及び提供に関する事項 バリアフリーマップ等の作成・活用に向け
た施設等からの情報収集の取組み 

その他促進地区における 
移動等円滑化の促進のために必要な事項 

上記以外のソフト施策、地域特性に応じ
た施策等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １-２ 促進地区・生活関連施設・生活関連経路のイメージ  

生活関連経路 
生活関連施設を結ぶ経路（駅から官
公庁施設や福祉施設等を結ぶ経路）
のうち、高齢者、障害者等が、日常生
活において多く利用する経路 

C 

促進地区 
バリアフリー法に基づき、移動等円滑化
を促進することが、総合的な都市機能
の増進を図る上で有効かつ適切である
と認められる地区として区が定める 

生活関連施設 
駅や官公庁施設、福祉施設のような施
設のうち、高齢者、障害者等が、日常
生活において多く利用する施設 
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 位置づけ 

本方針は、バリアフリー法に基づく、区の促進方針として策定します。 

また、バリアフリー法や障害者差別解消法に基づく条例、区の上位・関連計画と

の連携・整合を図った計画とします。 

 

 

図 １-３ 促進方針の位置づけ  

移動等円滑化促進方針 
ユニバーサルデザイン 

推進計画 

国 

世田谷区 

ユニバーサルデザイン 

推進条例 

一体的な 

ＵＤの推進 

バリアフリー法 

東京都 

分野別の計画・方針 

 第８期世田谷区高齢者保健福祉
計画・介護保険事業計画 

 世田谷区子ども計画（第２期）
後期計画 等 

＜まちづくり分野＞ 
 都市整備方針（都市計画マスター

プラン） 
 地区計画等・地区街づくり計画 
 世田谷区交通まちづくり基本計画 
 世田谷区第四次住宅整備方針 
 世田谷区産業振興計画 

：基づく ：整合 

障害者差別解消法 

世田谷区基本構想・ 

世田谷区基本計画 

福祉のまちづくり条例 

＜教育分野＞ 
 世田谷区立小・中学校特別支援

学級等整備計画 
 第２次世田谷区教育ビジョン・

調整計画 
 世田谷区特別支援教育推進計画 

(調整計画:令和４年度～令和５
年度） 等 

＜福祉分野＞ 
 世田谷区地域保健医療福祉総合計画 
 せたがやノーマライゼーションプラン

（世田谷区障害施策推進計画） 
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 世田谷区におけるユニバーサルデザイン推進の取組み 

１） ＵＤ推進条例 

本区では、「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデ

ザインの考え方に基づき、生活環境の整備を推進していくための基本的な事項を

定めることにより、区民の社会的な自立及び社会参加の機会を確保し、より安全

で安心して快適に住み続けることのできる地域社会の実現を図ることを目的と

して、ユニバーサルデザイン推進条例を平成 19 年 4 月に施行しました。 

ＵＤ推進条例では、公共的施設として、官公署の事務所等の公共施設、病院、

劇場、集会場、物品販売業又はサービス業を営む店舗、鉄道の駅、学校、道路、

公園その他の不特定又は多数の者が利用する施設を定め、整備基準への適合努力

義務（新設、改修時）、遵守基準への適合義務（新設、改修時）を課しています。 

 

２） ＵＤ推進計画 

ＵＤ推進条例の理念を具現化するため、条例第７条に基づき、生活環境の整備

に関する目標、基本方針、施策・事業を定めたＵＤ推進計画を平成 21 年 3 月に

策定しました。 

ＵＤ推進計画では、整備の推進にあたり、公共的施設及び集合住宅の生活環境の

整備を積極的に推進する必要があると認める地区を推進地区に指定しています。 

 

 
出典：ＵＤ推進計画 

図 １-４ 推進地区  
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 現状と課題 

 区の概況 

（１） 人口、高齢者・障害者・外国人・乳幼児の状況 

 本区の総人口は約 92 万人、総世帯数は約 49 万世帯であり、近年、増加傾向とな

っています。 

 高齢者数（65 歳以上）は約 186,000 人で、高齢化率は約 20％であり、近年、高齢

化率は横ばいの傾向にありますが、高齢者数は増加しています。 

  
出典：世田谷区統計書 令和 3 年版（2021） 

図 ２-１ 人口・世帯数の推移 

  
出典：世田谷区統計書 令和 3 年版（2021） 

図 ２-２ 高齢者数・高齢化率の推移 
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 障害者数は約３万人で、総人口に対する割合は約３％となっています。そのうち、身

体障害者数は約19,000人で、肢体不自由が最も多く9,115人となっています。また、

知的障害者数は約4,200人、精神障害者数は約6,700人となっています。 

 外国人人口は約 2,100 人で、総人口に対する割合は 2.3％となっています。新型コロ

ナウイルス感染症の拡大以前は増加傾向にありましたが、現在は減少傾向にあります。 

 乳幼児人口は40,996人で、総人口に対する割合は4.5％となっています。人口及び構

成比のいずれも減少傾向にあります。 

 
出典：世田谷区保健福祉総合事業概要〈統計編〉（令和３年５月） 

図 ２-３ 障害者数の推移 

 
出典：世田谷区統計書 令和 3 年版（2021） 

図 ２-４ 外国人人口・構成比の推移 
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出典：世田谷区統計書 令和 3 年版（2021） 

図 ２-５ 乳幼児人口・構成比の推移 
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（２） 公共交通の状況 

 本区内に駅のある鉄軌道は、小田急小田原線（10 駅）、京王線（７駅）、京王

井の頭線（５駅）、東急田園都市線（６駅）、東急大井町線（５駅）、東急目黒

線（１駅）、東急世田谷線（10 駅）の７路線があり、合計 41 駅（京王線と京

王井の頭線の明大前駅、東急田園都市線と東急大井町線の二子玉川駅、小田

急小田原線と京王井の頭線の下北沢駅は１駅とする）があり、主に東西方向

の移動手段として利用されています。 

 乗降客数の多い駅は、明大前駅（約29万人/日、2019年度（以下同））、二子玉川

駅（約16万人/日）、下北沢駅（約23万人/日）、三軒茶屋駅（約14万人/日）と

なっています。 

 本区内の路線バス（コミュニティバスを含む）は、５事業者（東急バス、小田

急バス、京王バス、関東バス、都営バス）により運行されており、南北方向等

の移動手段として、約 20 万人/日に利用されています。 

 
令和２年度世田谷区バリアフリー化状況調査報告書をもとに作成 

図 ２-６ 公共交通網  
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（３） 道路網 

 本区内の道路は、都市計画道路とそれを補完する主要生活道路によりネット

ワークが構成されています。環七通り、環八通り、甲州街道、玉川通りといっ

た都市の骨格を形成する幹線道路は整備済みですが、都市計画道路の整備率

は５割弱で、主要生活道路の整備率も４割弱と低く、主に区の西側地域に道

路のネットワークが不完全な地域が広がっています。 

 

 
世田谷区都市整備方針をもとに作成 

図 ２-７ 幹線道路網 
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 バリアフリー化の現状と課題 

ＵＤ推進条例に基づく取組み 

１） 公共的施設の整備 

 ＵＤ推進条例により不特定、又は多数の者が利用する施設で、特に生活環境

の整備を推進する必要がある建築物、道路、公園、駅などの公共交通施設等

を新設又は改修する際、事前の届出を義務づけ、指導・助言及び審査を行う

ことにより、区立の建築物だけでなく民間等の建築物も含めたユニバーサル

デザインによる整備を推進しています。 

 ＵＤ推進条例に定められた整備基準又は遵守基準に適合した建築物では、建

築物の敷地に接する歩道等から主要な出入口を経て利用居室等までの経路、

受付・窓口、エレベーター、トイレ等の設備について、高齢者・障害者等を含

むすべての人の円滑な利用に配慮した整備が行われています。 

 

２） ＵＤ推進計画に基づく取組み 

 令和元年度よりＵＤ推進計画（第２期）の後期計画を進めており、ユニバー

サルデザインの普及・啓発、区立施設のユニバーサルデザインによる整備、

改修等の機会をとらえた学校施設の整備、鉄道駅におけるホームドア整備の

促進、歩きやすい歩道の整備、多様にニーズに対応した公園の整備などの施

策・事業を実施しています。 

 ユニバーサルデザインの普及啓発活動、ユニバーサルデザインライブラリー

の活用、情報のユニバーサルデザインガイドラインの作成・普及、ユニバー

サルデザインによる区有施設の整備、多様な情報媒体の普及・活用の推進、

職員研修等を推進しています。 

 

 

 

 
  

ＵＤ推進条例に基づく取組みにより、一定のバリアフリー化が図られている
が、公共交通や道路、信号機等などを含めた面的・一体的なバリアフリー化
が図られていないため、それらを推進する枠組みが必要である。 
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（２） 交通バリアフリー法に基づく取組み 

 三軒茶屋駅周辺地区を対象に、交通バリアフリー法に基づく交通バリアフリ

ー基本構想が平成 17 年度に策定されました。この構想では、三軒茶屋駅とそ

の周辺の道路について、交通バリアフリーの実現を図るため、鉄道事業者や

道路管理者等が平成 22 年度までに取り組む事業などを示しました。 

 主な事業の成果としては、田園都市線三軒茶屋駅構内におけるエレベーター

及びバリアフリートイレの設置、三軒茶屋交差点における横断歩道の新設、

玉川通りや世田谷通りにおける視覚障害者誘導用ブロックの整備・改修、茶

沢通りの歩道改修、横断歩道の音響信号機・エスコートゾーンの設置等が挙

げられます。 

 基本構想策定時において長期課題となっていた田園都市線三軒茶屋駅南口の

改札階から地上までのエレベーター設置については、令和元年６月に実現し

ました。 

 特定経路の整備により歩道のバリアフリー化を推進しました。 

 
 

（３） 各施設のバリアフリー化の現状 

１） 公共交通 
① 鉄道 

 本区内にある全駅について、出入口から改札口を経てプラットホームまでの

バリアフリールートの確保、バリアフリートイレの設置（一部の軌道駅を除

く）、視覚障害者誘導用ブロックの設置等のバリアフリー化が完了しています。 

 プラットホームにおける転落防止については、15 駅でホームドアが整備済み

であり、それ以外の駅では、内方線付き点状ブロックが整備済みです。 

 ソフト面の取組みとして、接遇・介助に関する社内研修の実施、声かけサポ

ート運動などの広報・啓発活動の実施などが行われています。 

 構造面や費用面での理由から、エレベーターの増設やホームドアの設置など

が進められていない駅もあります。 
 

  

交通バリアフリー法に基づき、三軒茶屋駅周辺地区において交通バリアフリー
基本構想を策定し、鉄道駅や周辺道路等について目標としたバリアフリー化が
概ね図られた。 
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表 ２-１ 区内の鉄道駅ホームドア整備状況 

路線名 駅名 今後の目標・予定 

小田急小田原線 
東北沢、下北沢、世田谷代
田、梅ヶ丘 

１日の利用者数が 10 万人
以上の駅へ優先して設置 

京王線 ― １日の利用者数が 10 万人
以上の駅へ優先して設置 京王井の頭線 （下北沢） 

東急田園都市線 
池尻大橋、三軒茶屋、駒沢大
学、桜新町、用賀、二子玉川 

― 

東急大井町線 
九品仏、尾山台、等々力、上
野毛、（二子玉川） 

― 

東急目黒線 奥沢 ― 
資料：各鉄道事業者のホームページ（令和 4 年 6 月現在） 

 
② バス 

 本区内の路線バスは、全てノンステップバスにより運行されています。 

 車椅子使用者の乗降介助や聴覚障害者に対する筆談対応など、乗務員による

接遇・介助が実施されており、そのための社内研修が実施されています。 

 区はこれまでに 119 基のベンチを停留所に設置するとともに、バス事業者へ

補助することにより 24 基の上屋の整備を促進しました。一方、道路幅員上の

制約から、十分な歩道幅員の確保や上屋整備が進まないといった課題もあり

ます。 

③ タクシー 

 本区内の一部のタクシー事業者では、ユニバーサルデザインタクシー車両の

導入が進められています。 

 一方で、ユニバーサルデザインタクシー車両への更新が費用面での都合上、

進んでいない事業者もある状況です。 

 車椅子使用者やベビーカー使用者の乗降介助や聴覚障害者に対する筆談対応

など、乗務員による接遇・介助が実施されており、そのための社内研修が実

施されています。 

２） 道路 

 道路のバリアフリー化のため、歩道の段差解消、歩車道の舗装更新、視覚障

害者誘導用ブロックの設置・改修などが実施されています。 

 ソフト面の取組みとして、道路パトロールや放置自転車クリーンキャンペー

ンなどが実施されています。 

 道路と沿道敷地との境に段差が生じている箇所があることや、道路が狭く十

分な歩行者空間のを確保できていない箇所もある状況です。 
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３） 信号機等 

 「交通バリアフリー基本構想」における重点整備地区内を中心に、横断歩道

の音響式信号機の設置・改良や、エスコートゾーンの整備などが実施されて

います。 

４） 都市公園 

 東京都によるインクルーシブ公園の整備など、公園整備事業として先進的な

取組みが実施されています。 

 トイレの整備については、地区公園や運動公園といった規模の大きい公園で

はバリアフリー化が実施されています。その他の街区公園などでは、一部を

除き、トイレの整備やバリアフリー化が進んでいない状況です。 

５） 建築物 

 ユニバーサルデザイン推進条例に基づいた建築物の基準適合数は増加傾向に

あり、施設のバリアフリー化やユニバーサルデザインの考え方の浸透が進ん

でいます。 

 公共施設では、エレベーター扉のガラス窓や、トイレの大型ベッドなどの整

備が進んでいない状況です。 

６） 区民参加 
 昭和 57 年より「梅丘ふれあいのあるまちづくり」をはじめ、５支所の推進地

区での取組みなど、区民参加によるＵＤまちづくりを展開してきた。 

 

 

 

 
 

  

ＵＤ推進条例等により一定のバリアフリー化が図られているが、バリアフリー
法や移動等円滑化整備ガイドラインの改正内容を踏まえ、さらなるバリアフリ
ー化の推進が必要である。 
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 促進方針の策定に向けた課題 

バリアフリー化の現状を踏まえ、促進方針の策定に向けた課題を以下に示します。 

 
課題１：促進地区の選定要件を踏まえた今後の取組みのモデルとなる地区の設定 

これまでＵＤ推進条例及びＵＤ推進計画では推進地区の枠組みがありますが、面

的・一体的なバリアフリー化の促進を図るための具体的な仕組みがなく、施設の新設・

改修時を機会に実施していく局所的・即地的な取組みとなっていました。 

これまでの推進地区の考え方に加え、促進地区を設定することで、事業者との連携・

協力のもと一体的に推進する必要があります。 

促進地区の設定にあたっては、選定要件を踏まえ、本区のユニバーサルデザイン推

進を図る上で、今後の取組みのモデルとなる地区の選定が必要です。 

 
課題２：UD 推進計画と一体的な施策の推進 

これまでのＵＤ推進条例及びＵＤ推進計画における取組みとの一体的なバリア

フリー化を図るためには、ＵＤ推進条例による新設・改修時における整備基準や

遵守基準への適合義務や適合努力義務を課す枠組みを活用しつつ、既存施設につ

いても、バリアフリー法の枠組みを活用し、道路や旅客施設などのバリアフリー

化の促進を図る必要があります。 

また、信号機や横断歩道へのエスコートゾーンの整備などの交通安全について

は、ＵＤ推進条例による事業が位置づけられていないため、促進方針に位置づけ、

補完していく必要があります。 

これらの補完関係を明確にしつつ、ＵＤ推進計画と一体となってＵＤ推進を図

る促進方針とする必要があります。 

 
課題３：バリアフリー法の枠組みを活用した区全域におけるバリアフリー化の促進 

公共交通では一定のバリアフリー化が完了していますが、ホームドアの整備促

進や役務の提供に関する取組みなど、さらなるバリアフリー化に向けた取組みを

推進していく必要があります。 

また、道路では都市計画道路や主要生活道路の交通バリアフリーに関する方針

の設定が必要です。 

さらに、心のバリアフリーの推進、小中学校での教育・啓発、最新の技術を含め

た情報のバリアフリーの推進など、区全域におけるバリアフリー化の促進に向け

た方針を位置づけることが必要です。  
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 促進方針の基本目標と基本的な考え方 

 促進方針の基本目標 

本区は、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に先導的共生

社会ホストタウンに位置付けられたことなどを踏まえ、区では「障害のあるなしに

かかわらず、だれもが自分の力を発揮し自然に支え合って生きていける社会」の実

現を目指し、ＵＤ推進条例やＵＤ推進計画をはじめ、関連条例、関連計画などの取

組みにより推進していくこととしています。 

このような取組みの中で、新たな改正バリアフリー法による促進方針制度を活用

し、地区を定めて面的・一体的な施設利用と移動に関するバリアフリー化を促進し

ていくことを『促進方針』の基本目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-１ 促進方針の基本目標  

移動等円滑化促進方針 
～施設利用と移動に関するバリアフリー化の促進～ 

「モデル地区」の促進地区への設定・他地区への展開 

ＵＤ推進計画と一体的な施策の推進による区全域の底上げ 

区全域のバリアフリー化の促進 
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 促進方針の基本的な考え方 

２.３促進方針の策定に向けた課題を踏まえ、本方針におけるバリアフリー化促

進に向けた基本的な考え方を以下に示します。 

○「モデル地区」の促進地区への設定・他地区への展開 
これまで本区は、他の行政をリードするような先駆的な取組みを実践してきま

した。その中でも最もバリアフリー化に取り組んできた地区を促進地区として設

定し、「モデル地区」として更なるスパイラルアップを図り、他地域へ展開するこ

とで、ＵＤのまちづくりを推進します。 

○ ＵＤ推進計画と一体的な施策の推進による区全域の底上げ 
バリアフリー法に基づく促進方針を定めることにより、ＵＤ推進条例やＵＤ推

進計画を補完し、一体的な施策の推進による区全域のバリアフリー化やユニバー

サルデザインの底上げを図ります。 

○区全域のバリアフリー化の促進 
促進地区の特性を踏まえた方針に加え、バリアフリー法に基づく移動等円滑化

基準や整備ガイドラインを踏まえ、区全域で取り組むべき方針を具体的に定める

ことにより、バリアフリー化の促進を図ります。また、施設設置管理者による心

のバリアフリーの推進、教育・啓発、最新の技術を含めた情報のバリアフリーの

推進など、ソフト面でのバリアフリー化の促進を図ります。 
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 促進地区 

 促進地区の選定 

（１） 促進地区の検討 

モデル地区として最も効果の高い地区を促進地区に設定するにあたり、バリアフリー法

に基づく三要件（効果要件、課題要件、配置要件）や推進地区でのこれまでの様々な取

組み実績を踏まえ、「梅ヶ丘駅～豪徳寺駅・山下駅周辺地区」と「区役所周辺地区」を包

括する『世田谷区役所周辺地区』を促進地区として選定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 ４-１ 推進地区・促進地区の位置図  

 

Ｃ：梅ヶ丘駅～豪徳寺駅・山
下駅周辺地区（推進地区） 
 

Ａ：千歳烏山駅～芦花ホー
ム周辺地区（推進地区） 

 

Ｄ：区役所周辺地区 
（推進地区） 
 

Ｂ：成城学園前駅
周辺地区 
（推進地区） 

Ｅ：深沢１～４丁目地区 
（推進地区） 

：推進地区 

[促進地区] 
世田谷区役所 

周辺地区 
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表 ４-１ バリアフリー法に基づく三要件 

要件 内容 

配置要件 
生活関連施設があり、かつ、それらの間の移動が通常徒歩で行われる
地区 

課題要件 
生活関連施設及び生活関連経路についてバリアフリー化の促進が特
に必要な地区 

効果要件 
バリアフリー化を促進することが、総合的な都市機能の増進を図る
上で有効かつ適切な地区 

 

【世田谷区役所周辺地区を促進地区とする理由】 

◆拠点性の高さ 
・区の核となる公共施設である世田谷区役所があり、区民の公的利用が多いな

ど区の中でも重要性及び拠点性が高いこと 

・梅ヶ丘駅周辺地区は、区で唯一の《保健福祉の街づくり重点ゾーン》に位置づ

けられており、ＵＤ推進の必要性が高いこと 

◆これまでの実績 
・梅ヶ丘駅周辺地区では、「やさしいまちづくり」のモデル地区として公共施設

のバリアフリー化を進めてきており、その後も推進地区として、道路や広場な

どのユニバーサルデザインを推進し、世田谷区らしい、やさしいまちづくりを

推進してきていることから、区のモデル的なエリアとして展開が図れること 

・区役所周辺地区は、推進地区として松陰神社通り商店街の事業者や地域住民

との協働により、松陰神社通りのバリアフリー化を面的・一体的に整備した経

緯・実績があり、区のモデル的なエリアとして展開が図れること 

◆今後の展開 
・区役所本庁舎の建替事業を現在行っており、一体となって区役所周辺におけ

るバリアフリー化の促進を図って行く必要があること 

・高齢者・障害者等の利用が多い主要な公共施設や民営施設等が徒歩圏に位置

しており、一体的なバリアフリー化推進の効果が高いこと 

・これまでバリアフリー化に早くから取り組んできた両地区のバリアフリー状

況を再評価することで、更なるバリアフリー化、ユニバーサルデザインを促進

するための方針を整理することができ、他地区へ展開が可能なこと 
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（２） 促進地区の区域設定 

前項で選定した促進地区「世田谷区役所周辺地区」の区域設定は、以下の考え

方に基づき設定します。 

① 推進地区である２地区（梅ヶ丘駅～豪徳寺駅・山下駅周辺地区、区役所周辺地

区）及び、２地区間のネットワークを構成する経路を含む区域とします。 

② ①②の区域を含むように、幹線道路や鉄軌道等により、区域の境界線を設定

します。（東側：環七通り、西側：東急世田谷線、南側：世田谷通り、北側：

東急世田谷線松原駅と京王井の頭線東松原駅を結ぶ道路） 

 

（３） 生活関連施設、生活関連経路の設定 

１） 生活関連施設の設定 
促進地区内において、高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用す

る旅客施設、公共・公益施設、文化・教育施設、保健・福祉施設、医療施設、商業

施設、都市公園などを生活関連施設に設定します。 

 
表 ４-２ 生活関連施設の抽出条件 

項目 抽出条件 

旅客施設 鉄軌道駅（1日平均乗降者数 3,000 人／日以上） 

公共・公益施設 
区役所、総合支所、まちづくりセンター、区民会館、 
区民センター、地区会館、区民集会所、警察署、税務署、 
年金事務所 

文化・教育施設 図書館、スポーツ施設、教育総合センター、 
区立小中学校、特別支援学校 

保健・福祉施設 
保健所、保健センター、地域支え合い活動拠点、 
あんしんすこやかセンター、子ども家庭支援センター、 
児童相談所 

医療施設 病院（病床数 20 床以上） 

商業施設 店舗面積 500 ㎡以上の店舗 

都市公園 特殊公園、総合公園、地区公園、近隣公園、緑道 
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２） 生活関連経路の設定 
バリアフリー法では、生活関連施設間を結ぶ経路を生活関連経路とすることとし

ていますが、本区では、歩行者ネットワークの形成も考慮したうえで、以下の経路

を生活関連経路として設定します。 

① 生活関連施設間を結ぶ経路 

② 特定道路※  

③ 促進地区内のネットワークを構成する経路 

（商店街や緑道など歩行者の利用が見込まれる経路を優先的に選定） 
※特定道路：生活関連経路を構成する道路法による道路のうち、多数の高齢

者、障害者等の移動が通常徒歩で行われる道路（国土交通大臣
が指定）で、道路の新設又は改築を行う際に道路の移動等円滑
化基準又は地方公共団体の条例への適合義務が生じるもの。 

 



25 

（４） 促進地区及び生活関連施設、生活関連経路 
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表 ４-３ 生活関連施設一覧
種別 施設名 

旅客施設 

梅ヶ丘駅 
豪徳寺駅 
若林駅 
松陰神社前駅 
世田谷駅 
上町駅 
宮の坂駅 
山下駅 
松原駅 
東松原駅 

公共・ 
公益施設 

世田谷区役所 
世田谷区役所梅丘分庁舎 
世田谷総合支所 ※1 
世田谷合同庁舎 ※2 
梅丘まちづくりセンター ※3 
世田谷区民会館 
北沢区民会館別館「梅丘パーク
ホール」 
梅丘地区会館 ※3 
代田地区会館 
六所橋区民集会所 
北沢警察署 
世田谷都税務署 ※2 
世田谷税務署 ※2 
北沢税務署 
東京法務局世田谷出張所 ※2 

文化・ 
教育施設 

世田谷図書館 ※2 
梅丘図書館 
教育総合センター ※4 
城山小学校 
若林小学校 
世田谷中学校 
代田小学校 
山崎小学校 
梅丘中学校 
都立光明学園 

  

種別 施設名 

保健・ 
福祉施設 

世田谷保健所 
世田谷区立保健医療福祉総合プ
ラザ 
世田谷保健福祉センター分室 
※2 
若林ふれあいルーム ※5 
社会福祉協議会梅丘地区事務局 
※3 
梅丘あんしんすこやかセンター 
※3 
ひだまり友遊会館 ※5 
せたがや子ども家庭支援センタ
ー ※1 
世田谷区児童相談所 
ほっとスクール城山乳幼児教育
支援センター ※4 

医療施設 
東京リハビリテーションセンタ
ー世田谷 

商業施設 
サミットストア松陰神社前店 
サミットストア梅ヶ丘店 

都市公園 

世田谷城阯公園 
羽根木公園 
若林公園 
北沢川緑道 
烏山川緑道 

※は同一建物内の施設 
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 促進地区のバリアフリー 

（１） 方針 

4.1 で設定した生活関連施設及び生活関連経路のバリアフリー化の促進にあたり、

これまでのＵＤ推進条例、ＵＤ推進計画による取組み状況やまち歩きワークショッ

プでの意見等を踏まえ、促進地区におけるバリアフリーの方針を以下に示します。 

 

 

 

公共交通、道路、公園、建築物、交通安全に関する整備基準等に基づく質の

高いバリアフリー整備を行い、各事業者と連携・協力し、移動の連続性も配慮

したうえで、施設のバリアフリー化の促進を図ります。 

 

 

道路上の公共サインや鉄道駅内外の案内誘導サインの連続性の確保、掲載

情報の内容の更新など、移動に関する情報のバリアフリー化に向けた取組み

の促進を図ります。 

 

 

心のバリアフリーのさらなる推進に向け、公立小中学校における障害理解

に向けた教育や各事業者による啓発活動、ヘルプマークやヘルプカードの普

及などの取組みの促進を図ります。 

 

 

商店街でこれまで実施されてきたハード・ソフト一体的な取組みを「移動

等円滑化における世田谷らしさ」と捉え、商店街との連携・協力により楽しく

安心して歩ける環境の創出に向けた取組みの促進を図ります。 

 

  

施設のバリアフリーの促進 

情報のバリアフリーの促進 

心のバリアフリーの促進 

商店街におけるバリアフリーの促進 
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（２） 主な基準等 

各生活関連施設や生活関連経路のバリアフリー整備にあたっては、バリアフリー

法に基づく移動等円滑化基準への適合に努めるとともに、関連するガイドラインや

条例等に留意した整備を推進することが基本となります。 

表 ４-４ バリアフリー化に関する主な基準等 
種別 項目 名称 所管など/作成年月 

移
動
等
円
滑
化
基
準 

公共交通 
移動等円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造
及び設備並びに旅客施設及び車両等を使用した役務の提
供の方法に関する基準（公共交通移動等円滑化基準） 

国土交通省【省令】 
令和 3 年１月改正 

道  路 

移動等円滑化のために必要な道路の構造及び旅客特定車
両停留施設を使用した役務の提供の方法に関する基準 
（道路移動等円滑化基準） 

国土交通省【省令】 
令和 3 年 3 月改正 

移動等円滑化のために必要な道路の占用に関する基準 
国土交通省【省令】 
令和 3 年１月改正 

公  園 
移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する
基準（都市公園移動等円滑化基準） 

国土交通省【省令】 
平成 24 年 3 月改正 

建 築 物 

移動等円滑化のために必要な建築物特定施設の構造及び
配置に関する基準（建築物移動等円滑化基準） 

国土交通省【政令】 
令和 2 年 12 月改正 

高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために 
誘導すべき建築物特定施設の構造及び配置に関する基準 
（建築物移動等円滑化誘導基準） 

国土交通省【省令】 
令和 4 年 3 月改正 

交通安全 
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等
に関する基準 

国家公安委員会【規則】 
令和 2 年 12 月改正 

駐 車 場 
移動等円滑化のために必要な特定路外駐車場の構造及び
設備に関する基準（路外駐車場移動等円滑化基準） 

国土交通省【省令】 
平成 18 年 12 月 

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等 

公共交通 

公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑化整備ガイ
ドライン バリアフリー整備ガイドライン〔旅客施設編〕 

国土交通省 
令和 3 年 3 月改訂 

公共交通機関の車両等に関する移動等円滑化整備ガイド
ライン バリアフリー整備ガイドライン〔車両等編〕 

国土交通省 
令和 3 年 3 月改訂 

公共交通機関の役務の提供に関する移動等円滑化整備 
ガイドライン バリアフリー整備ガイドライン〔役務編〕 

国土交通省 
令和 3 年 3 月 

道  路 道路の移動等円滑化に関するガイドライン 
国土交通省 

令和 4 年 3 月 

公  園 都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン 
国土交通省 

令和 4 年 3 月改訂 

建 築 物 高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準 
国土交通省 

令和 3 年 3 月改正 

条
例
等 

公共交通 
道路 

建築物 
公園等 

東京都福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル 東京都 
平成 31 年 3 月 

世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例 世田谷区 
平成 21 年 9 月改正 

世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例施設整備マニュアル 世田谷区 
令和 2 年 

道  路 都道における移動等円滑化の基準に関する条例 東京都 
令和 3 年 10 月 

都市公園 東京都立公園における移動等円滑化の基準に関する条例 東京都 
平成 24 年 12 月 

建 築 物 

高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例
（建築物バリアフリー条例） 

東京都 
令和 3 年 3 月改正 

世田谷区高齢者、障害者等が安全で安心して利用しやすい
建築物に関する条例 

世田谷区 
令和 3 年 3 月改正 

交通安全 東京都高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る 
信号機等の基準に関する条例 

東京都 
令和 3 年 10 月 

駐車場 
駐車場ユニバーサルデザインガイドライン (財)東京都道路整備保全公社 

平成 19 年 2 月 

障害者等用駐車区画の適正利用に向けたガイドライン 
東京都 

平成 25 年 8 月 
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（３） 配慮事項 

多様な利用者に配慮した施設利用と移動に関するバリアフリー化の促進に向けて、施

設設置管理者においては、まち歩きワークショップ等での区民意見を踏まえた取組みが望

まれます。 

区では、誰もが利用しやすい生活環境の整備を目指し、促進地区により磨きをかけるた

め、促進地区内の「生活関連施設」、「生活関連経路」、「商店街」に対して配慮事項を定

めます。 配慮事項は、まち歩きワークショップでの意見や気付きを基に、「世田谷区ユニバ

ーサルデザイン推進条例」を踏まえ、区としての考えを整理しました。 

配慮事項は、施設管理者自らの意思により可能な限り配慮することが望まれる事項と

なります。 

そのためには、区と施設設置管理者や関係機関、多様な当事者が連携して整備手法等

について協議しながら、実施可能な整備について検討することが重要です。 

あわせて、人的対応や心のバリアフリー、情報のバリアフリーの促進などのソフト施策の

推進を図り、ハード・ソフトの一体的な取組みによる整備効果の発現を目指します。 

なお、今後の社会情勢等の変化により、配慮すべき事項等が多様化していくことから、

国の動向も踏まえ、ここで整理した事項以外についても配慮していく必要があります。 

 

１） 旅客施設 
項目 まち歩きでの意見 気づき 

通路 

レンタル傘置きや、宅配受
けロッカー他、区報配布ス
タンド等の床置設置物が
増えている。 

物で通路が狭められないように配慮する。 

自由通路内の自転車走行
は危ないので注意喚起し
てほしい。 

自転車利用者のルール・マナーの徹底を図
る。 

催事の際も駅前に通路が
確保されている。 

催事の際にも十分な有効幅員が確保される
ように配慮する。 

案内設備 

改札前の自由通路は方角
（南北）が分かりやすい。 方角が分かりやすい案内板を設置する。 

案 内 板 に 掲 載 の Uni-
Voice 機能が GPS の関係
で使えない。 

既存の機能が運用されるように維持更新を
行う。 

駅改札の案内と道路上の
案内サインとが連動して
いないので、駅側のサイン
にも区役所方面などの表
示があるとよい。 

鉄道事業者と道路事業者で連携し、旅客施設
から主要な施設までの連続的な案内サイン・
誘導サインの設置など、案内誘導に努める。 

床面の車椅子用スロープ
の案内表示が大きくて見

車椅子使用者に向けた案内について、目線に
配慮した位置（人込みで隠れない位置や路面

記載内容については調整中 

記載内容については調整中 



30 

項目 まち歩きでの意見 気づき 
やすい。 など）に案内サインを設置する。 
駅前の案内板に行き先ま
での距離や時間表示があ
るとよい。 

案内・誘導サインには目的地までの距離や目
安となる移動時間を表示する。 

踏切 
踏切内のレールの前後の
床仕上げはノンスリップ
でよい。 

踏切内の路面は滑りにくい舗装とする。 

その他設備 
公衆電話が設置されてい
てよい。 

すべての人が利用することができる公衆電
話を、分かりやすい場所に設置する。 

 

＜現状＞ ※写真撮影後掲載予定 

 

  

床面の車椅子用スロープ 
案内表示例 

  

  

記載内容については調整中 
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２） 道路 
項目 まち歩きでの意見 気づき 

歩行空間 

緑道の歩車分離は小さな
子連れには嬉しい。 

高齢者や障害者だけでなく、子どもにも配慮
した歩行空間を整備する。 

緑道は子どもが遊んだり、
休憩・飲食したりできそう
な高さの花壇やベンチが
多い。 
緑道は双子の子連れベビ
ーカーもゆったり通れる。 
商店街などの狭い道路を
車椅子で通るとカマボコ
形をしているので通りに
くいが、中央に排水溝を設
けている道路は負担なく
通れる。 

商店街など歩道のない幅員の狭い道路では、
排水を中央に設けるなど、車椅子でも通行し
やすい構造に配慮する。 

視覚障害者
誘導用ブロ

ック等 

松陰神社通り商店街のリ
ーディングラインは、視覚
障害者誘導用ブロックの
半分程度で車椅子でも通
りやすい。 

視覚障害者誘導用ブロックだけでなく、利用
状況や沿道環境に応じて、リーディングライ
ンの設置を検討する。 

案内設備 

鉄道駅から施設までの案
内がもう少しほしい。 

鉄道事業者と道路事業者で連携し、旅客施設
から主要な施設までの連続的な案内サイン・
誘導サインの設置など、案内誘導に努める。 

歩道上に沿道施設の出入
口への案内サインがあっ
てもよい。 

道路上から視認できる位置に、施設名や出入
口がわかる位置サインを設置する。 公衆トイレがあることが

わかるように歩道側にわ
かりやすい案内を設置し
てほしい。 
交差点には、周辺の公共施
設の方向と距離の表示が
あるとよい。 

施設の方向を示す誘導サインには、目的地ま
での距離を表示する。 

案内板が茶色に白抜きの
文字なので、はっきりとし
て見やすい。 

視認しやすい色や文字サイズ・書体で、統一
されたデザインの案内サイン・誘導サインの
設置に努める。 

路面表示の案内があるが、
下を向いての確認はしづ
らい。 路面表示に加え、案内サイン・誘導サインの

設置や連続性の確保に努める。 路面に区役所への案内は
あったが、目線の高さにも
案内が欲しかった。 
トイレの案内看板が全く
ない 

公衆トイレなど利用可能なトイレを案内サ
インに表示する。 

記載内容については調整中 
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項目 まち歩きでの意見 気づき 

北沢緑道にある自転車走
行注意のピクトグラムは
分かりやすい。 

自転車利用の多い道路において、ピクトグラ
ム等を活用した注意喚起の案内を設置する。 
また、自転車利用者のルール・マナーの徹底
を図る。 

駅前 
ロータリー 

駅前の長時間の駐車はよ
くない。 

駅前ロータリー内での一般車乗降時の利用
マナーの向上を図る。 

維持管理 
視覚障害者誘導用ブロッ
クが部分的に破損してい
る。 

破損個所の補修や、植栽の剪定、設備の更新
など、維持管理を行う。 

公衆トイレ 

梅丘公衆トイレは良い場
所にある。清掃も行き届い
ている。 

引き続き、定期的な清掃や維持補修を行う。 

子連れは床がきれいなト
イレを使いたい。 
汚い手書きや、内容が分か
りづらい掲示が増え、怖く
て入室しづらいため、定期
的なメンテナンスが必要
である。 
個室が広すぎる。トイレは
視覚障害者にとって使い
にくい場合がある。 

個室が広くなる場合は、視覚障害者にも設備
の位置がわかるように、音声案内を設置す
る。 

バリアフリートイレが複
数設置されている場合、ど
ちらかにユニバーサルベ
ッドがあると良い。 

施設の規模に応じて、介助が必要な大人等が
利用可能な大型ベッドを設置する。 

機器やドアの開閉等、使用
説明が分かりづらい。 

使用方法が単純な機器を採用する。 

右側のトイレには音声案
内がない。 

トイレに音声案内を設置する。 

 
＜現状＞ ※写真撮影後掲載予定 

   
中央排水とした 
歩道のない道路 

リーディングライン 案内サイン 

記載内容については調整中 
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３） 建築物・駐車場 
項目 まち歩きでの意見 気づき 

敷地内通路 

同じ敷地内の隣の施設と
視覚障害者誘導用ブロッ
クが連続しており、デザイ
ンも統一感がある。 

同一敷地内など連続性のある空間では、デザ
インの統一性や視覚障害者誘導用ブロック
の連続性等に配慮する。 

視覚障害者誘導用ブロッ
クは設置されているが、破
損部分がある。 

視覚障害者誘導用ブロックの維持管理を積
極的に行う。 

ベンチがあり、座れるのが
嬉しい 

公開空地などがある場合は、座れる場づくり
ガイドラインなどを参考に、ベンチを設置す
る。 

トイレ 

トイレが明るく清潔であ
る。 適切な照度の確保や定期的な清掃を行う。 

バリアフリートイレの使
用中の表示を分かりやす
いものにしてほしい。 

個室の使用状況がわかるように、使用中の表
示はみやすいフォントサイズを用いる。 

入口が引き戸でない 出入口の扉は引き戸にする。 
男女共用トイレのサイン
があるが、共用トイレでは
なかった。 

定期的に施設の提供しているバリアフリー
情報の更新を行う。 

バリアフリートイレに突
出サインがない。 位置サインは、突出型のものも設置する。 

案内設備 

出入口にサインが何もな
く分かりにくい。 敷地外の道路から視認できる位置に建物名

がわかる位置サインを設置する。 建物玄関前に名称がない。 

案内板の向きが施設と逆
で分かりにくい。 

案内図の設置位置・向きに、施設の向きをあ
わせるなど、分かりやすい案内サインを設置
する。 

手書きの施設利用説明書
が増えてきていて分かり
にくい。 

案内表示には、視認性を高めるため、手書き
の文字ではなく、読みやすいフォントで印刷
したものを使用するとともに、サイン全体を
整理し必要な情報提供に努める。 

見通しがよいため、サイン
がなくても行き先が分か
りやすい。 

施設の新設・大規模改修の際には、サインを
多用しなくても、行先が分かりやすいような
構造とするように務める。 

音声案内が反応しすぎに
思うため点検すべきであ
る。 

施設の利用状況に応じて音声案内を設置・維
持更新を行う。 

壁面だけでなく、床面にも
サインがあるため、設備の
位置が分かりやすい。 

必要に応じて床面サインを活用する。 

記載内容については調整中 
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項目 まち歩きでの意見 気づき 

駐車場 
障害者の利用が多い施設
では、障害者用駐車施設は
複数台分設けてほしい。 

施設の利用状況に応じて障害者用駐車施設
を整備する。 

駐輪場 

駐輪場以外に自転車が止
められており、強風で倒れ
ていた。注意喚起表示の
他、運用面での迅速な対応
も必要である。 

自転車利用者のルール・マナーの向上のため
の普及啓発を行う。 

その他設備 
消毒スプレー（エレベータ
ー前）の設置高さに配慮が
必要である。 

消毒スプレーは車椅子使用者に配慮した高
さに設置する。 

 
＜現状＞ ※写真撮影後掲載予定 

   
バリアフリートイレ 突き出し型の位置サイン 床面サインの活用 

   
   

 

  

記載内容については調整中 
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４） 都市公園 
項目 まち歩きでの意見 気づき 

トイレ 

車椅子トイレの出入口に
ひさしがあり、雨の時など
助かる。 

車椅子使用者用トイレの出入口にひさしを
設置する。 

「使用中」のサインが小さ
く、使用状況が分かりにく
い。 

個室の使用状況がわかるように、使用中の表
示は大きく見やすいものにする。 

照明が暗い。 トイレ内において適切な照度を確保する。 

トイレットペーパーが１
ヶ所しかないため、左右に
設置してほしい。 

空間が広い個室では、片麻痺の方などに配慮
してペーパーホルダーを左右両側に設置す
るよう努める。 

案内設備 

案内板に QR コードが設置
されてよくなった。 

引き続き、ICT の活用を検討する。 

距離を明示した散歩道の
案内が欲しい。 

主要な出入口から各設備までのルートや移
動距離を案内板に表示する。 

公園周辺の視覚障害者誘
導用ブロックのルートも
案内板に表示してほしい。 

公園周辺の視覚障害者誘導用ブロックの設
置箇所を案内板に表示する。 

車椅子でのトイレへの経
路が路面に書いてあると
嬉しい。 

車椅子使用者の低い視点からも見やすい位
置に案内サイン、誘導サインを設置する。 

園内の施設、遊具、注意事
項などについて点字表示
や多言語表記されている
案内板があるとよい。 

点字表示や多言語表記による案内板を設置
する。 

駐輪場 

駐輪マナーが悪いため、何
か工夫をしてきれいにし
たい。 

自転車利用者のルール・マナーの徹底を図
る。 

自転車置場が広くとられ
ている。 

自転車の利用状況に応じた規模の駐輪場を
整備する。 

維持管理 
全体的にやや古くなって
いる。 

破損個所の補修や、植栽の剪定、設備の更新
など、維持管理を積極的に行う。 

その他設備 

フラワーポッドに角があ
り、転倒した場合に怪我し
やすく危ないので、丸くす
るか、やわらかなものにす
るとよい。 

公園内の設備は、転倒時などに怪我しにくい
物を採用するように努める。 

 
＜現状＞ ※写真撮影後掲載予定 

   
車椅子使用者用トイレの 
出入口に設置したひさし 

多言語標記による 
案内サイン 

駐輪場利用マナーの掲示 

記載内容については調整中 
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５） 交通安全施設 
項目 まち歩きでの意見 気づき 

信号機 
音響式信号のスイッチが
タッチ式で良かった。 

音響式信号機を設置する際は、タッチ式のス
イッチとする。 

 

＜現状＞ ※写真撮影後掲載予定 
   

音響式信号機のスイッチ   
 

６） 商店街・店舗 
項目 まち歩きでの意見 気づき 

店舗 
出入口 

一部店舗の出入口に段差
解消スロープを設置して
いる。 

店舗出入口にスロープを設置（道路区域外）
するなど、前面道路と店舗出入口の段差を解
消する。 

出入口（段差）などスロー
プ設置について、区と店の
協定があるとよい。 
自動ドアは車椅子での出
入りにはありがたい 

出入口の扉は自動ドアを設置するように努
める。 

設備費用がかかるが、多く
の方が一人で店に入れるよ
うに自動ドアだと助かる。 

案内設備・ 
情報提供 

商店街にある店の案内表
示をもっとはっきり出し
てほしい。 

商店街の出入口に、商店街内の店舗の位置な
どが分かりやすい案内サインを設置する。 

各お店に「耳マーク」や「筆
談器あります」といった案
内があると入りやすい。 

店舗の出入口に耳マークや筆談対応が可能
な旨を表示する。 

お店のメニューが車椅子
からでも見やすい低い位
置でよい。 

車椅子使用者の視点の高さに配慮した位置
にメニューや案内を設置する。 

もっと車椅子で入れるこ
とをＰＲしてほしい。 

店舗の出入口に車椅子使用者でも利用でき
る旨を表示する。 
また、ホームページやＳＮＳを活用して車椅
子使用者に配慮していることを周知する。 

商店街で利用できるトイ
レの看板が全くない。 

商店街で利用できるトイレの案内表示を設
置する。 

記載内容については調整中 

記載内容については調整中 
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項目 まち歩きでの意見 気づき 

心のバリア
フリー 

点字メニューや筆談ボー
ドを常備している。 

点字メニュ―や筆談ボードを設置する。 

店員への研修が必要であ
る。 

多様な利用者に配慮した接遇研修を定期的
に実施する。 

区内のバリアフリーに関
する取組みや UD推進につ
いて、商店街を含め、街の
隅々までもっと広まって
ほしい。 

その他設備 
松陰神社通り商店街は、あ
ちこちにベンチがあり、高
齢者にはありがたい。 

店舗等の軒先などを活用しベンチを設置す
る。 

 
＜現状＞ ※写真撮影後掲載予定 

   
店舗出入口の 

スロープ 
耳マークの掲示 軒先等に設置した 

無料ベンチ 
   
   

  

記載内容については調整中 
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 行為の届出制度 
（１） 届出制度の概要 

バリアフリー法において、促進地区では「旅客施設の建設、道路の新設等であっ

て、他の施設と接する部分について、移動等円滑化に支障を及ぼすおそれのあるも

のをしようとする公共交通事業者等又は道路管理者は、当該行為に着手する 30 日

前までに市町村に届け出ること」とされています。 

区は、届出に係る行為が移動等円滑化の促進を図る上で支障があると考えられる

場合、届出者に対し必要な措置の実施を要請できることとなっており、これにより

バリアフリー化に配慮した事業内容への調整を図ります。 

届出対象となる施設及び行為は次のとおりです。 

表 ４-５ 届出制度の概要（下線部について促進方針で指定するものとされている） 

届出施設 届出対象となる行為（施行令第 25 条） 

旅客施設 

（生活関連施設） 

下記の部分の新設又は構造若しくは配置の変更 
・ホームから生活関連経路である道路（駅前交通広場を含む道路法

による道路）との間の経路 
・当該施設に接する公共用通路等（道路以外）※との間の経路 
・ホームから連続したバリアフリールートとなる出入口 

道路 

（生活関連経路） 

下記に接する道路（駅前交通広場を含む道路法による道路）の 
新設、改築又は修繕 
・旅客施設（生活関連施設）の出入口 
・旅客施設（生活関連施設）に接する公共用通路等（道路以外）※ 

※公共用通路（道路以外）：旅客施設の営業時間内において、常時一般交通の用に供されている一般交通
用施設（道路以外）であって、旅客施設の外部にあるもの（自由通路など） 

 
図  届出対象範囲のイメージ 

（出典：移動等円滑化促進方針・バリアフリー基本構想作成に関するガイドライン 
（平成 31 年 3 月 国土交通省総合政策局安心生活政策課））  
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（２） 届出の対象となる範囲 

本区においては、下記の場合において届出の対象となります。 

旅客施設  

・旅客施設の新設や改築（その他工事）を行う場合 

 

道路・駅前広場  

・駅出入口（改札）へ向かうための上下移動施設や、鉄道高架下の公共用通路と接
する部分の新設や改築、修繕を行う場合 

※鉄道駅及び鉄道高架下の公共用通路に接する道路、駅前広場は、道路法による
道路（区管理）であり、届出の対象となる 

なお、届出対象となることが想定される事業の計画が明らかになった段階で、促

進方針に記載した配慮事項等を踏まえた整備がされるよう、関係者との調整や、必

要に応じて区民意見の反映の機会の設定に努めるものとします。 

また、本区では、「世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例」の届出に基づいて工

事計画及び内容を確認し、必要に応じて移動等円滑化の促進、移動の連続性の確保

について指導が助言を行います。さらに、移動等円滑化の促進を図る上で支障があ

ると認められた場合、その届出をした者に対し、必要な措置の実施を要請します。 

詳細は、「ユニバーサルデザイン推進条例」、「バリアフリー建築条例 ～届出のご

案内～」を参照ください。 

 

 
図  届出制度の流れ 

（出典：移動等円滑化促進方針・バリアフリー基本構想作成に関するガイドライン 
（平成 31 年 3 月 国土交通省総合政策局安心生活政策課）） 
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 区全域における方針 

区全域におけるバリアフリー化の取組を促進していくにあたり、施設整備など

によるハード面におけるバリアフリー化とあわせて、心のバリアフリーや情報の

バリアフリーなどのソフト面におけるバリアフリー化の促進が必要です。 

国の障害者権利条約の批准により、「障害の社会モデル」の考え方が明確にされ

たことや、区が共生社会ホストタウンに登録されたことなどにより、さらなる心

のバリアフリーの推進が求められています。また、新型コロナウイルス感染症の

拡大により、事業者や住民による高齢者、障害者等への声掛け・介助の機会が困

難になったことから、当事者の生活に大きな支障を来しています。 

これらを踏まえ、区の関連計画とも連携し、区全域におけるバリアフリー化の

促進のために必要な取組として、以下の取組みを推進します。 

 

 施設のバリアフリーの促進 

（１） 公共交通 

公共交通施設では、移動等円滑化基準やガイドランに基づいた整備の推進により、

バリアフリー化の促進を図ります。 

旅客施設では、施設の利用状況を踏まえた上で、バリアフリールートの２ルート

目の確保や、可動式ホーム柵の設置、エレベーターの大型化など、施設のさらなる

バリアフリー化の推進について、鉄道事業者とともに検討します。ソフト面におい

ては、バリアフリー法の改正により、公共交通機関における役務に関する遵守義務

が課せられたことから、鉄道事業者による人的対応の充実や、心のバリアフリーの

普及啓発を促進します。また、無人改札を有する鉄道駅では、多様な利用者に対し

て円滑な支援が可能となるよう、ＩＣＴの活用など対策について検討し、バリアフ

リー化の促進を図ります。 

バスについては、バス事業者と道路管理者の連携により、駅前広場のバリアフリ

ー化や、区道のバス停留所へのベンチや上屋の設置に向けた検討を推進します。ま

た、バス事業者に対して、運行情報提供装置などの整備の促進を図ります。 

タクシーについては、運転手への多様な利用者を考慮した接遇研修の定期的な実

施や、ＵＤタクシーの導入など、各タクシー事業者をとりまとめるタクシー協会な

どに対し、積極的に促していきます。 

（２） 道路 

道路については、区全域において、移動等円滑化基準や新たに作成された移動等

円滑化ガイドラン等に基づいた整備を推進します。整備後についても、適切な維持

管理を行うことで、継続的な利用者の利便性の確保を図ります。また、踏み切りや

幹線道路における横断については、道路管理者や各鉄道事業者と協力し、多様な利

用者に配慮した安全性が確保できるよう、検討を進めます。 

L54016
ハイライト表示
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（３） 交通安全 

公安委員会の協力のもと、音響式信号機の増設や通信装置を付加した信号機の設

置、横断歩道へのエスコートゾーンの設置を推進し、区全域におけるバリアフリー

化の促進を図ります。また、幹線道路の歩道橋においては、道路管理者と連携し、

利用状況を踏まえた上で、エレベーターの設置などによるバリアフリー化を検討し

ていきます。 

（４） 都市公園 

都市公園に関連する条例や計画、基準等に基づいて施設整備を推進していきます。 

また、清掃や維持管理を適切に行い、公園内の設備やトイレなどが安心して利用

できるよう留意します。 

（５） 建築物 

世田谷区建築物整備・保全計画における整備予定の公共施設や、新たに特別特定

建築物に位置づけられた公共的施設※1及び公立小中学校※2やに対し、移動等円滑化

基準や各種ガイドライン、ＵＤ推進条例、本方針（4.2 移動等円滑化に関する事項）

等に基づいた整備の推進を積極的に促します。 

※１：官公署の事務所等の公共施設、病院、劇場、集会場、物品販売業又はサービス業を営む

店舗、鉄道の駅、学校、道路、公園その他の不特定又は多数の者が利用する施設で規則

で定めるもの 

※２：令和２年６月の改正バリアフリー法において、バリアフリー基準適合義務の対象を拡

大し、新たに特別特定建築物に位置づけられている。 

  



42 

 情報のバリアフリーの促進 

情報のバリアフリーとは、移動や施設利用にあたり、すべての人が必要な情報

を必要なときに適切に得ることができるようにすることです。 

情報提供にあたり、高齢者や障害者など情報を得ることが困難な人に対して、

それぞれの障害特性等を踏まえ、その人に合った手段で情報を伝えることが必要

です。手段としては、音声や文字による情報化のほか、図記号や多言語表記、手

話、筆談、拡大文字、音声翻訳システム、ICT を活用した情報機器等があります。 

また、情報の発信だけではなく、常に受け手の状況を確認するとともに、情報

の受け手側から発信者に要望等を伝えることも重要です。 

そこで、施設利用者の事前の情報収集を円滑にするため、施設設置管理者等に

対して、施設ホームページへのバリアフリー情報（バリアフリー設備や人的サポ

ートの内容等）の掲載や更新を促します。また、利用者への現地での情報提供と

して、案内サインや ICT を活用した情報提供機器の設置、窓口における多様な利

用者に配慮した適切なコミュニケーションなどに取り組んでもらえるよう、心の

バリアフリーとあわせて、情報のバリアフリーの普及・啓発を推進します。 

さらに、催事や会議等においては、事前の情報提供だけでなく、参加者の状況

にあわせた情報保障への配慮も必要です。その対応は興行主や施設管理者に委ね

られていますが、それらに対して情報保障の充実を促します。 

これらの取組みを促進地区内だけでなく、地区外において不特定多数の利用が

見込まれる施設や主要道路、商店街等で実施することで、区全域における情報の

バリアフリー化の促進を図ります。 

 

 心のバリアフリーの促進 

心のバリアフリーとは、障害に対する差別や理解不足からくる「こころの障壁（バ

リア）」をなくし、障害の有無にかかわらず、共に支え合う地域社会の実現を目指す

ことです。障害の社会モデル※を理解し、障害者等からの何らかの配慮を求められ

た際には、支援や周囲への声掛け等の合理的配慮を行うことが必要です。 

また、令和２年５月の改正バリアフリー法においては、車両の優先席、車椅子使

用者用駐車施設等の適正利用の推進や学校教育との連携など移動等円滑化に係る

「心のバリアフリー」に関する施策を強化しています。このことを踏まえ、区では

以下に示す取組みについて促進を図っていくものとします。 

※ 障害の社会モデル：障害は個人の心身機能の障害と社会的障壁の相互作用
によって創り出されているものであり、社会的障壁を
取り除くのは、社会の責務である、という考え方。 

  



43 

 
 

 

 区の職員に対して、障害理解の促進や、多様な利用者に配慮した接遇に

関する研修を実施します。 

 区のユニバーサルデザインやバリアフリーに関する取組みについて、区

民や事業者に対し、広く周知するイベントを開催します。 

 障害理解の促進に向けて、区民に対して障害当事者による講座やワーク

ショップを実施します。 

 商店へのパンフレット「みんなが嬉しくなるお店」の普及や、商店街が

一体となったバリアフリー化の取組の推進を図ります。 

 ヘルプマーク・ヘルプカードの配布や普及を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

教育・啓発 

心のバリアフリーシンポジウム せたがや・障害者・まち！交流塾 

心のバリアフリー実践マニュアル みんなが嬉しくなるお店 
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 障害の有無にかかわらず楽しめるスポーツイベントの推進を図ります。 

  

2020 ボッチャ世田谷カップ 「障害のある人もない人も共に 
楽しめるスポーツ・ 

レクリエーション交流事業」 
 

 

 

 

 障害理解の促進と地域共生社会の実現をめざす条例の制定・周知を行い

ます。 

 

 

 

  

障害者スポーツ 

条例  

「世田谷区障害理解の促進と地域共生社会の実現をめざす条例」 

 心身の機能に制約のある人をはじめ様々な状況や状態にある人が互いの多

様性を尊重され、異なる価値観を認め合って暮らし続けることができる地域

共生社会の実現を目的とした条例。 

 障害に対する理解の促進及び障害を理由とする差別の解消、地域共生社会

の実現に向けて、基本となる考え方や、必要な施策を講じていくことについ

て定めている。 

条例に基づく取組み 

◆障害に対する理解の促進・障害を理由とする差別の解消 

◆情報コミュニケーションの保障 

◆地域の支え合い活動の推進・生活環境の整備 

◆誰もが活躍できる場の拡大 
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 商店街におけるバリアフリーの促進 

促進地区内に位置する梅丘商店街では、店舗出入口に段差解消スロープを設置

したり、点字メニューや筆談ボードを常備したりするなどの取組みを展開してい

ます。また、松陰神社通り商店街では、道路構造を変えて店舗出入口と歩道の段

差を解消し、フラットで歩きやすい道路とし、視覚障害者誘導用のリーディング

ラインを整備するなど、障害者が暮らしやすい独自の取組みを数多く展開してき

ました。また、小規模なお店等の出入口やトイレ部分の改善を行おうとする場合

の補助制度を制定しています。 

このような商店街での取組みは、世田谷区らしさの象徴でもあることから、商

店街におけるバリアフリー整備のモデルとして、ハード・ソフトの一体的なバリ

アフリー化に向けた取組みを、区全域に展開していくことで、商店街におけるバ

リアフリー化を促進していきます。 
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 促進方針の実現に向けて 

 区民及び関係事業者への促進方針の周知・啓発 

本方針に基づく取組みを推進するため、生活関連施設及び生活関連経路の施設

設置管理者等をはじめ、関係する事業者や庁内の関係所管へ本方針の内容を周知

していきます。 

また、本方針の進捗状況を区民に提供できるよう、区のホームページにおいて

情報公開を行います。また、前章に示した心のバリアフリーの促進にもあわせて

取り組むことで、バリアフリーに対する区民意識の醸成に努めます。 

 

 関係事業者との連携・協力 

促進地区においては、生活関連施設及び生活関連経路の施設設置管理者等と連

携・協力を図りながら、施設のバリアフリー化を推進し、面的・一体的なバリア

フリー化の実現に取り組みます。 

また、施設整備に伴うバリアフリー化の促進において、関係事業者の協力が不

可欠であるため、本方針の内容を共有したうえで、継続的な連携を図ります。 

 

 他地区への展開と促進方針の見直し 

促進地区の方針を踏まえ、各施設への配慮事項に基づく取組みを促進し、促進

地区内の移動等円滑化のレベルアップを図ります。また、促進地区の良い部分を

区内の他地区へ展開し、将来的に区全域のレベルを引き上げます。他地区への展

開にあたっては、市街地開発事業などの面的整備の機会を捉えるなど、効率的に

一体的な整備が可能となるよう配慮するとともに、５つの総合支所の地区特性を

踏まえた柔軟な展開を図るものとします。 
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参考資料 

参考１ 世田谷区移動等円滑化促進方針策定協議会 設置要綱 

 
（設置） 
第１条 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号）第 24

条の２の規定に基づき、移動等円滑化促進方針を策定するため、同法第 24条の４に規定
する協議会として世田谷区移動等円滑化促進方針策定協議会（以下「協議会」という。）
を設置する。 

（所掌事項） 
第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

（１）移動等円滑化促進方針の策定に関すること。 
（２）移動等円滑化促進地区の選定に関すること。 
（３）前２号に掲げるもののほか、バリアフリーの推進のため区長が必要であると認め

た事項に関すること。 
（委員の構成） 
第３条 協議会の委員は、次に掲げる者のうちから区長が委嘱し、又は任命する。 

（１）学識経験者 
（２）高齢者、障害者団体等を代表する者 
（３）関係行政機関 
（４）施設設置管理者 
（５）公安委員会 
（６）区職員 
（７）前各号に掲げる者のほか、区長が必要であると認めた者 

（任期） 
第４条 委員の任期は、令和３年４月１日から令和５年３月３１日までとする。 
（会長及び副会長） 
第５条 協議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長は、第３条第１項第１号に規定する学識経験者のうちから、これを選出する。 
３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 
４ 副会長は、会長が指名する。 
５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 
（会議） 
第６条 会議は、会長が必要に応じて招集する。ただし、会長が選出される前に招集する会議

は、区長が招集する。 
２ 議長は、会長がこれを務める。 

（意見聴取等） 
第７条 会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、説明又は意見を聴く

ことができる。 
（協議結果の報告） 
第８条 会長は、会議の結果を区長に報告するものとする。 
（事務局） 
第９条 協議会の事務を処理するため、事務局を世田谷区都市整備政策部都市デザイン課に置

く。 
（その他） 
第１０条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関する事項その他必要な事項は、会長

が定める。 
附 則 
この要綱は、令和 ３ 年 ３月 １日から施行する。  
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参考２ 世田谷区移動等円滑化促進方針策定協議会 委員名簿 

  区分 所属（職） 
1 

学識経験者 
日本大学理工学部まちづくり工学科 教授 

2 
東京都市大学建築都市デザイン学部都市工学科 
准教授 

3 
障害者団体 

世田谷区視力障害者福祉協会 理事長 
4 世田谷区聴覚障害者協会 理事 
5 世田谷区肢体不自由児者父母の会 会長 
6 高齢者団体 世田谷区高齢者クラブ連合会 副会長 
7 子育て等団体 せたがや子育てネット 専務理事 

8 
障害者スポーツ 

関係者 
東京都障害者スポーツ指導員（陸上競技） 

9 事業者 世田谷区商店街連合会 常務理事 

10 
関係 
行政 
機関 

国 
国土交通省関東運輸局交通政策部 
バリアフリー推進課長 

11 東京都 東京都都市整備局 都市基盤部 交通政策担当課長 
12 

施設 
設置 

管理者 

国道 関東地方整備局東京国道事務所 交通対策課長 
13 都道 東京都第二建設事務所 管理課長 

14 
鉄道 

京王電鉄株式会社鉄道事業本部計画管理部 
計画担当課長 

15 小田急電鉄株式会社 交通企画部 課長 
16 東急電鉄株式会社 経営戦略部 総括課課長 
17 バス 一般社団法人東京バス協会 乗合業務部長 
18 

タクシー 

公益財団法人東京タクシーセンター 指導部次長 

19 
一般社団法人東京ハイヤー・タクシー協会 
業務部長 

20 一般社団法人東京都個人タクシー協会 管理部部長 
21 

交通管理者 
(公安委員会) 

警視庁北沢警察署 交通課長 
22 警視庁成城警察署 交通課長 
23 警視庁世田谷警察署 交通課長 
24 警視庁玉川警察署 交通課長 
25 

区 

技監 
26 総合支所 地域振興課長 代表 
27 総合支所 街づくり課長 代表 
28 政策経営部 政策企画課長 
29 施設営繕担当部 公共施設マネジメント課 
30 スポーツ推進部 スポーツ推進課長 
31 高齢福祉部 高齢福祉課長 
32 障害福祉部長 
33 障害福祉部 障害施策推進課長 
34 子ども・若者部 子ども家庭課長 
35 都市整備政策部長 
36 都市整備政策部 都市計画課長 
37 都市整備政策部 都市デザイン課長 
38 みどり３３推進担当部 みどり政策課長 
39 道路・交通計画部 道路計画課長 
40 道路・交通計画部 交通政策課長 
41 土木部 土木計画調整課長 
42 教育政策部 教育指導課長 
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参考３ まち歩きワークショップの実施概要と主な意見 

（１） 開催概要 

促進方針の検討に際し、まち歩きワークショップを実施しました。 

表 まち歩きワークショップの概要 
日程 令和４年２月 28日（月） 13:00～16:00 

内容 
・区民参加型の現地視察 

・施設や経路のバリアフリー化の状況や課題等の確認 

・参加者同士での意見交換 

目的 
・経路や施設等のバリアフリー関するより具体的なイメージの共有 

・移動等円滑化促進に関する事項への区民意見の反映 

対象地区 ・梅ヶ丘駅周辺地区、区役所周辺地区の２地区 

意見集約・
方法 

・現地確認シートへの記入（当日回収、又は後日郵送） 

・意見集約（事務局にてとりまとめ後日メール送付） 

参加者 
・市民参加者：14 名、付添者２名、区職員１名 

・八藤後会長 

・事務局：９名 
 

   
図 まち歩きワークショップの様子 

表 点検テーマ・ポイント・対象施設 
テーマ 点検のポイント 点検経路・施設等 

鉄道駅・周辺の 
バリアフリー 

・駅の整備における配慮 
（改札口、券売機、窓口、トイレ等） 
・駅前広場での配慮（案内サイン等） 等 

・梅ヶ丘駅 
・松陰神社前駅 
・駅前広場 
・梅丘公衆トイレ 

道路の 
バリアフリー 

・歩道整備での配慮 
・歩道設置困難な道路での配慮 
・バス停留所の整備における配慮 
・誘導用ブロックの連続性 
・案内誘導サイン等における配慮 等 

・歩行者ネットワー
クを構成する路線 

建築物の 
バリアフリー 

・多くの人が利用する施設の整備での配慮 
・上下移動（エレベーター・階段）、トイレ、駐
車場等での配慮 

・窓口での配慮や人的対応、サービスでの配慮 

・公共・公益施設 
・保健・福祉施設 
・商業施設 

商店街の 
バリアフリー 

・商店街における配慮 ・商店街での取組み 

心のバリアフリー ・人的対応や心のバリアフリーに関する配慮 ・各施設 
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（２） 主な意見 

まち歩きワークショップでの主な意見を以下に示します。 

表 主な意見内容 
テーマ 主な意見（○：良い点、△：課題点・改善点） 

鉄道駅・周辺の 
バリアフリー 

○梅ヶ丘駅は、車椅子やベビーカーでも通れる拡幅改札がある。 
△梅ヶ丘駅の券売機のタッチパネルは車椅子で使用するには位置が高い。 
○松陰神社前駅にホーム転落防止用の内方線付き誘導ブロックが設

置されている。 
△改札前の案内と道路上の案内サインが連動していない。 

道路の 
バリアフリー 

△レンガ舗装の歩道が地盤沈下による不陸や凹凸が生じているため、
車椅子やベビーカーで通行しにくく、雨天時には水たまりが生じて
不快。 

△音響式信号機やエスコートゾーンが場所によって設置されている
ところとないところがある。 

△視覚障害者誘導用ブロックが一部破損している。 
△交差点付近にあった案内板の位置が悪く、歩道が狭くなっている。 

建築物の 
バリアフリー 

○うめとぴあの出入口にスロープがあり、通路も広い。 
△誘導用ブロックは設置されているが、破損部分がある。 
○トイレの出入口に音声案内が設置されている。 
△バリアフリートイレが複数設置されている場合、どちらかにユニバ

ーサルベッドがあると良い。 
△エレベーターやバリアフリートイレの案内サインやピクトグラム
が小さく見えにくいため、位置が分かりにくい。 

△障がい者用駐車施設は１台分しかないが、利用者が多いためもう少
しあると良い。 

△トイレ等の個室空間に、非常時であることを視覚的に示すフラッシ
ュライト必要である。 

△聴覚障害者への対応内容を示す案内が少ない（ない）。 

公園の 
バリアフリー 

△出入口に段差はなくて良いが、自転車進入防止用の柵があり入りにくい。 
△羽根木公園の園路は勾配が急なため、車椅子で通行するのが困難で

ある。 
△案内板にバリアフリールートが示されているが、凡例がないため分

かりにくい。 
○若林公園の園路は車椅子やベビーカーでも通りやすい舗装である。 
○バリアフリートイレ入口前に庇があり、雨天時でも利用しやすい。 

商店街の 
バリアフリー 

△自転車の違法駐輪や店舗の商品陳列、大型看板等が歩道上にも置か
れているため、路側帯（歩行空間）がさらに狭く、歩きにくい。（梅
丘商店街） 

○梅丘商店街の一部の店舗では、出入口に段差解消スロープが設置さ
れていたり、点字メニューや筆談ボードが常備されている。（松陰
神社通り商店街） 

○松陰神社通り商店街は店舗入口と歩道に段差がなく、歩道もフラット
である。 

△バリアフリートイレ等を示した案内マップがあると良い。 

心の 
バリアフリー 

○梅丘商店街では区の UD 精神をよく理解していてとても好意的であ
り、車椅子対応等の最大限の工夫をしている。 

△ソフト面の対応が十分でないため、必要な支援の整理をした方が良い。 
△区内のバリアフリーに関する情報提供・周知が必要である。 
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参考 4 ＵＤ推進地区とは 

まちは道路や駅など公共的施設のほかに、様々な人々によっていろいろな施設がつ

くられています。まちでは、日常的に人々の交わりや移動など、多くの人々が様々な

暮らしを営んでいます。 

人によって暮らし方の様相は様々ですが、住まいから一歩外に出て目的地に着くま

でには、いろいろな施設を利用し、多くの場合、人とのコミュニケーションが必要で

す。公共施設や店舗を利用するとき、電車やバスを利用するとき、歩道を歩くとき、

公園に行ったとき、何かを知りたいとき、相手と会話を行うときなど、人によって様々

な行動があります。 

その時に、まちの施設や移動の経路、人とのコミュニケーションそのものが、その

人にとってのバリア（障壁）になることがあります。 

みんなが力を合わせて、多くの人達の手で形成されているまちのバリアをなくし、

だれもが、どこへでも、安全にそしで決適に出かけることができて、自立して社会活

動に参加できるまちにしていく必要があります。 

区では、基本計画の分野別政策の一つである「魅力ある街づくり」を実現していく

ために、「ユニバーサルデザインのまちづくり」を掲げています。 

バリアフリーからユニバーサルデザインヘの認識が進む今、すべての区民が身体的

能力に関係なく安全で安心して、快適に移動できる社会環境を整備していくことは、

これからのすべてのまちづくりに必要不可欠なものになっています。 

ＵＤ推進地区（ユニバーサルデザイン環境整備推進地区※1）とは、このようなまち

の実現に向けて、みんなで力と知恵を出しあい、ユバニーサルデザインの視点による

まちづくリを積極的に進める地区です。現在、５つの推進地区を設定しています。 

 

 
 
※1 ユニバーサルデザイン環境整備推進地区 

世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例では「公共的施設及び集合 住宅の生活環境の整備

を積極的に推進する必要があり、生活環境の整備を一体的に行う必要があると認める地区」

と規定しています。 
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参考 5 用語集 

 

あ行 

［移動等円滑化基準］ 

バリアフリー法施行に伴い主務政省令で定められた、旅客施設、車両、道路、信号

機、路外駐車場、都市公園、建築物等の移動等円滑化に関する基準。従来の「移動円

滑化基準」から改訂・拡充されたもの。 

［ＳＮＳ］ 

ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）を略したも

ので、インターネット上で、個人同士が繋がれるような場所を提供しているサービス

の総称。 

［エスコートゾーン（視覚障害者用横断帯）］ 

視覚障害者用横断帯といわれ、横断歩道の中央部に視覚障害者が認知できる突起を

設け、横断歩道内を安全にまっすぐ進めるようにするもの。 

［オストメイト］ 

直腸がんや膀胱がんなどが原因で臓器に機能障害（内部障害のひとつ）を負い、手

術によって、人工的に腹部へ人工肛門や人口膀胱の排泄口を増設した人を「オストメ

イト（ostomate）」という。国内には約 20～30 万人のオストメイトがいると言われて

いる。 

 
か行 

［可動式ホームさく］ 

駅のホームで線路に面する部分に設置された可動式の開口部を持った仕切り。ホー

ム上の利用者への安全対策の一つで、線路内への転落事故や列車との接触事故を未然

に防ぐ。可動式ホームさくは高さが床面から 1.3m から 1.4m 程度のタイプがホームド

アと呼ばれる場合もある。 

［観光バリアフリー］ 

観光地等への来訪者等にとって、分かりやすく快適なバリアフリー化の考え方。 

［交通バリアフリー法］ 

「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」

（平成 12 年 11 月 15 日制定）。公共交通機関のバリアフリー化と、区市町村が定める

移動円滑化基本構想（交通バリアフリー基本構想）の大きな枠組みとなる。バリアフ

リー法の施行に伴い、ハートビル法と統合・拡充された。 

［高齢化率］ 

総人口に対する 65 歳以上の人口の割合。 
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［心のバリアフリー］ 

高齢者、障害者等の自立した日常生活および社会生活を確保することの重要性並びに

そのために高齢者、障害者等の円滑な移動および施設の利用を実現することの必要性に

ついて理解を深めること。また、視覚障害者誘導用ブロック上への駐輪、車椅子使用者

用駐車施設への駐車等による高齢者、障害者等の施設の利用等を妨げないことのみなら

ず、必要に応じ高齢者、障害者等の移動および施設の利用を手助けすること等、高齢者、

障害者等の円滑な移動および施設の利用を確保することに積極的に協力すること。 

 

さ行 

［サイン］ 

世田谷区情報のユニバーサルデザインガイドライン改訂版（令和 3年 3月改訂）に

おいて、街なかのサインとして「案内サイン」、「誘導サイン」、「位置サイン」、「その

他」の４つを定義しており、街なかの「案内サイン」は地図を用いたサイン、「誘導サ

イン」は公共施設の方向を示すサイン、「位置サイン」は道路通称名や施設名称を表示

するサインをいう。 

［視覚障害者誘導用ブロック］ 

視覚障害者を誘導するために床面や路面等に敷設される、線状、点状の突起をもっ

た床材等のこと。 

[障害者差別解消法] 

平成 28 年 4 月に、「共生社会」の実現に向けて、障害のある人に対する差別を解消

し「合理的配慮」を提供するため、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律」が施行された。 

［ＪＩＳ規格］ 

日本産業規格。各製品の工業製品や品質の試験・測定方法などに一定以上の基準を

作成したもの。全国で規格統一が図られていなかった視覚障害者誘導用ブロックに関

する JIS 規格は、平成 13 年 9 月に制定された。 

［重点整備地区］ 

バリアフリー法に基づく基本構想に定める地区。バリアフリー化のための事業を重

点的かつ一体的に推進すべき地区として区市町村が定めるもの。 

［スパイラルアップ］ 

スパイラルアップとは、「継続的に改善する」プロセスを意味するものとして用い

られる。 

［生活関連施設］ 

高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、官公庁施設、

福祉施設その他の施設のこと。 
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［生活関連経路］ 

生活関連施設相互間の経路（道路や通路など） 

［セミフラット形式］ 

歩道の形式のことで、歩道面から車道高さ 5cm を標準とし波打ち歩道を解消するこ

とができる歩道形式。（下図参照） 

 

 

た行 

［東京都福祉のまちづくり条例］ 

やさしいまち東京の実現を目指すことを宣言し、高齢者、障害者等にとってやさしい

まちがすべての人にとってやさしいまちであるという認識に立ち、高齢者、障害者等

が円滑に利用できる施設の整備とサービスの向上を図るために、制定された条例。 

［都市計画マスタープラン］ 

都市計画に関する基本的・総合的・長期的計画であり、都市計画法第１８条の２に定

める「市町村の都市計画に関する基本的な方針」のこと。 

［特定公園施設］ 

都市公園の出入口・駐車場と特定公園施設および主要な公園施設との間の経路を構成

する園路および広場／休憩場／野外劇場／野外音楽堂／駐車場／便所／水飲場／手

洗場／管理事務所／掲示板／標識などがある。 

［特定事業計画］ 

バリアフリー法に基づく基本構想に記載された特定事業（バリアフリー化に関する事

業）に関し、関係する事業者が作成する計画。公共交通特定事業計画、道路特定事業

計画、路外駐車場特定事業計画、都市公園特定事業計画、建築物特定事業計画、交通

安全特定事業計画及び教育啓発特定事業計画がある。 

［特定道路］ 

生活関連経路を構成する道路法による道路のうち、多数の高齢者、障害者等の移動が

通常徒歩で行われる道路（国土交通大臣が指定）で、道路の新設又は改築を行う際に

道路の移動等円滑化基準（省令）又は地方公共団体の条例への適合義務が生じるもの。 

  

マウントアップ形式 セミフラット形式 フラット形式 

（民地） 

（車道） 

（民地） 

（車道） 

（民地） 

（車道） 
（歩道） （歩道） （歩道） 

15 ㎝以上 15 ㎝以上 15 ㎝以上 5cm 
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［特定路外駐車場］ 

道路の付属物である駐車場、公園施設である駐車場、建築物および建築物に付属する

駐車場を除く路外駐車場であって、駐車の用に供する部分の面積が500㎡以上であり、

かつ駐車料金を徴収するもの。 

［特定旅客施設］ 

１日当たりの平均的な利用者数が 5,000 人以上であること、又は相当数の高齢者、障

害者等の利用が見込まれることなどの要件に該当する旅客施設のこと。 

［特別特定建築物］ 

誰もが日常的に利用する官公庁施設、商業施設や主として高齢者、障害者などが利用

する老人ホームなど。 

［扉（とびら）］ 

扉（とびら）には、開き戸、引き戸などがある。開き戸は、室内側に押して開ける内

開き、室外側に引いて開ける外開きがある。引き戸は、壁と平行に滑らして開ける扉

をいう。 
 

な行 

［ノーマライゼーション(=等しく生きる社会の実現)］ 

障害のある人も、一般社会で等しく普通に生活できるようにすること。 
 

は行 

［ハートビル法］ 

「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」（平

成６年）。一定規模の病院、劇場、百貨店、公共施設等の建築物について、バリアフリー化

の努力義務を課したもの。改正ハートビル法（平成 15 年 4 月 1 日施行）では、一定条件

の特別特定建築物の新設もしくは大規模な改良の場合は、バリアフリー化が義務づけられ

る。バリアフリー法の施行に伴い、交通バリアフリー法と統合・拡充された。 

［パブリックコメント(=意見公募)］ 

行政が計画を策定したりする際に、あらかじめ計画の原案を区民の皆様に公表し、寄

せられた意見を考慮して最終決定するための一連の手続のこと。 

［バリアフリー法］ 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成 18 年 12 月 20 日施

行）。従来の交通バリアフリー法では大規模な鉄道駅等の旅客施設を中心として、周

辺道路や信号機等のバリアフリー化を図ることが目的とされていたが、より面的かつ

一体的・連続的なバリアフリー化を促進していくための枠組みとして、建築物のバリ

アフリーに関する法律であるハートビル法と交通バリアフリー法が一体化した法制

度となったもの。 
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［ホームドア］ 

駅のホームで線路に面する部分に設置された可動式の開口部を持った仕切り。ホーム

上の利用者への安全対策の一つで、線路内への転落事故や列車との接触事故を未然に

防ぐ。ホームドアは床面から天井までを完全に被うタイプ。 

［ホームページ］ 

インターネット上に個人や企業等が情報受発信を目的に設置したページのこと。 

 

や行 

［Uni-Voice(ユニボイス)］ 

文字情報を二次元コードに変換したもので、スマートフォンや携帯電話、専用読み取

り装置で、情報を音声にすることができる。 

［ユニバーサルデザイン(=万人向け設計)］ 

高齢者や障害者なども含め、だれにでも使いやすい形に、設計すること。ユニバーサ

ルデザインには、①公平であること、②自由度が高いこと、③単純で、④分かりやす

いこと、⑤安全であること、⑥余計な体力を使わないこと、⑦使いやすい適正な空間

と大きさの確保などの７つの原則がある。 

[ユニバーサルデザイン２０２０行動計画] 

平成 29 年２月に、障害の有無や、性別、年齢にかかわらず、全ての人がお互いの人

権や尊厳を大切にし支え合い、誰もが生き生きとした人生を享受することのできる共

生社会の実現を目指し、国において、「ユニバーサルデザイン２０２０行動計画」が策

定された。 

[ユニバーサル社会実現推進法] 

平成 30 年 12 月に、障害者、高齢者等の自立した日常生活及び社会生活が確保される

ことの重要性に鑑み、ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の推進に関し、国等の

責務を明らかにするとともに、諸施策を総合的かつ一体的に推進するために、「ユニ

バーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関する法律」（ユニ

バーサル社会実現推進法）が施行された。 

 
わ行 

［ワークショップ(=研究集会)］ 

ワークショップ〔Work Shop〕とは、「作業場」「工房」などの意味を持つ言葉で、何か

についてのアイデアを出し合い、意思決定をする研究集会のことであり、様々な人が

集まり、共通の体験、共同作業、体験の意見交換などにより相互理解を図り、新しい

発見をし、問題解決の工夫を考えることをいう。 
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